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　パラリンピック大会は、観客数、レ
ガシー等において、ロンドン大会を
上回る大会を目指すことは言うまで
もなく、障がい者スポーツを世界の
メジャースポーツへと育てる転換点
とすべきです。
　都は、都民を対象とした競技体験
プログラムを都内各所で実施するほ
か、パラリンピックの競技、魅力を紹
介するガイドブックを作成し、広く配
布していきます。
　また、障がい者スポーツの内容や
ルールを解説したDVDを作成して都
内の全校に配布し、児童・生徒が障

がい者スポーツを理解・体験するこ
とを促進します。
　さらに、ファン層を拡大するため、
来年のリオ大会の競技映像を公共
施設などで放映（パブリックビューイ
ング＝PV）できるよう関係機関と調
整していきます。

都議会公明党は、特にパラリンピック大会への取り組み、防災対策、教育施策などの分野で
積極的に論戦を展開しました。

平成27年東京都議会第3回定例会（9/18～10/8）報告

リオ大会の映像をＰＶ実施へ

　「だれでもトイレ」をはじめ、ユニ
バーサルデザインに基づく施設など
の情報を誰もが簡単に得られるよ
う、情報提供する新たな環境を整え
るべきです。
　そこで都は本年10月に、様々なユ
ニバーサルデザインの情報が一元
的に閲覧できるよう、ポータルサイト
を開設します。
　同サイトでは、鉄道やバス等交通
手段別、デパート、美術館等スポット
別、区市町村別に検索できます。ま
た、音声読み上げや、色や文字サイ
ズの変更機能等も搭載します。

情報バリアフリー推進で
ポータルサイトを開設

　障がい者の芸術文化活動の振興に
は、障がい者アートの普及啓発が非
常に重要です。
　都は新設した助成制度を活用する
など、民間団体とともに、障がい者
アートの普及啓発に努めていきます。

障がい者アートの
　　　　普及啓発を推進

　福岡市下水道局の中部水処理
センターを訪れ、下水汚泥のメタ
ンガスを利用して水素を製造する
施設を見てまいりました。国の委託
を受けた実証実験で、水素自動車
約65台分の製造能力があり、化石
燃料を使わず再生可能エネルギー
で水素を生成しています。このため
温室効果ガスの排出削減に貢献
し、環境にやさしい究極のクリーン
エネルギーと言われています。
　これに対し都では、平成31年度
の完成を目指して新河岸水再生セ
ンターにおいて日本初の汚泥の焼
却廃熱を回収し補助燃料不要で発

電を行うシステムを民間と共
同で開発し導入を目指してい
ます。
　そこで、今後は水素発電の
可能性も探るなど、多角的な再
生可能エネルギーの開発を目
指すよう提案を行いました。

世界初下水バイオガスによる
水素ステーションを調査
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加藤リポート 加藤リポートでは、議会での
提案に繋げるための調査・
視察など最新情報をご紹介
いたします。

福岡・伊丹空港の
騒音を調査

2020年大会の成功に全力！！
障がい者スポーツをメジャースポーツへ
2020年大会の成功に全力！！
障がい者スポーツをメジャースポーツへ

9月14日

9月16-17日

下水汚泥の水素活用を提案
　東京が目指す水素社会は、下水
バイオガスからの水素のように、
再生可能エネルギーによる水素
を活用した社会であるべきです。

　今後都は、環境と調和した持
続的な成長を実現させるため、
下水汚泥を活用した水素製造に
ついて検討していきます。

観光需要増に伴う羽田空港の増便対策で安全対策求める
　羽田空港の機能強化に伴い、
都心上空の新しい飛行ルートが
検討されていることから、国に対
し万全の安全対策を求め、一層

丁寧に都民への説明の機会を増
やすよう働きかけるべきです。
　都は、これまで実施してきた説
明会の状況も踏まえ、国に対して

引き続き地元への丁寧な説明、
騒音の影響を軽減する方策の検
討、徹底した安全管理に取り組む
ことなどを要望していきます。

交 通 施 策

　市街地に隣接する空港として有名
な福岡空港と伊丹空港。古くから騒
音訴訟が行われてきました。空港管
理の関係者から状況を伺うとともに、
実際に音量測定器を使って離陸・着

陸時の音量を何カ所かにわたって計
測しました。技術の進歩に伴い新しい
機種は騒音が比較的低く、運行比率
を高める必要があります。今後、発着
料を利用した低騒音機の誘導策も一
つの対策として要望してまいります。

▼

▼

▼

9/29の代表質問で

9/29の代表質問で

オンサイト型の水素ステーション

福岡空港周辺で騒音調査

伊丹空港周辺

環 境 施 策

過去1年間に障がい者スポーツを
観戦した都民はわずか２％
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　都内の小・中学校では、スクールソーシャルワーカー※の
人員不足や活用方法などに関する課題の解決が急務です。
　都は、活用成果をまとめた資料を学校等に配布したり、区
市町村教育委員会や学校を対象としたパネルディスカッ
ションを開催するなどして、スクールソーシャルワーカーの
活用を促進します。
※スクールソーシャルワーカー：
子ども本人と向き合うだけでなく、家庭や行政、福祉関係施設など、外部機関
と連携しながら、子どもを取り巻く環境を調整する

　東京を直撃する集中豪雨は、雨の降り方が「深刻なス
テージ」に入ったと捉え、都市の脆弱性を直視した減災
対策が必要です。 
　都民の命を守るためには、堤防等の強化だけでなく、
住民の避難対策の強化が重要です。都は関係部局によ
る検討会を10月に立ち上げ、新たな浸水想定区域※の指
定に向け連携を強化します。
※浸水想定区域：
洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、降雨により河川がはん濫
した場合に浸水が想定される区域

　都が都内全世帯に配布している「東京防災」の活用を
図るため、内容を実際に体験したりして普及啓発を積極
的に行っていきます。
　具体的には教育庁と連携し、「防
災ノート」を活用した防災教育の
充実や、東京消防庁管内の消防署
等で実施するセミナーなどを行っ
ていきます。

　ひきこもりの若者に関する相談支援体制を充実し、子
供・若者やその家族への支援策を強化すべきです。
　都は、各区市町村の子供・若者支援地域協議会の設置
を促進します。さらに都の協議会とのネットワークを構築
し、相談支援の体制を強化していきます。
　不登校対策では、「不登校・中途退学対策検討委員会」で
の検討結果を今年度中に取りまとめ充実を図っていきます。
　さらに、国の通知を受け、事情のある中学卒業であれ
ば、夜間中学を新たに学びなおしの機会が開かれたもの
として、区市町村教育委員会にきめ細かく対応するよう求
めていくとともに、今後の国の動向をふまえ都としても区
市町村を支援していきます。

　都教育委員会は、国際高校のみに設けていた在京外国
人募集枠を、都議会公明党の主張に応じ、飛鳥高校や田
柄高校にも順次拡大してきましたが、同募集枠の入試倍
率は依然として高く、一層増やすべきと主張しました。
　これに対し、都教育委員会では、28年度募集から、新た
に竹台高校、南葛飾高校の2校にも募集枠を設けることに
なりました。
　今後も応募状況を見極めながら、募集枠の拡充や一般
枠入試における5教科検査導入についても、外国人生徒教
育の専門家などを交え、検査のあり方を検討していきます。

　都では、青森から東京まで、
東日本大震災の被災地をラン
ニングと自転車でつなぐリレー
を開催し、復興へ向けた取組
等を発信することで、東日本大
震災の記憶の風化を防止する
とともに、全国と被災地との絆
を深める取り組みを行っています。
　今年で3回目となる大会に加藤都議も参加し、青森県庁前の
スタート地点から第一中継所まで、ゲストランナーである高橋尚
子（シドニー五輪女子マラソン金メダリスト）さんらとともに走り
ました。
　今年は、将来を担う少年少女も多く参加するとともに、各地か
ら被災地に寄せる熱き思いが伝わるなど、大会の効果を確認し
ました。今後も継続して取り組みたいと思います。

　都では、被災3県から少年少女のスポーツチームを東京都内に
招待し、交流試合などのスポーツを通じ東京の子供達と交流する
事業を開催しています。
　墨田区としては今年で4回目となる受け入れを行い、加藤都議が
顧問を務める「本向少年野球リーグ」が福島県郡山市の少年野球
チームである郡山アスレチックスを受け入れました。
　スポーツやホーム
ステイを通じて友情を
育み、お互いの成長を
誓い合いました。将
来、甲子園で再び対戦
できればとの期待が
膨らみました。
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スクールソーシャルワーカーの
活用を促進
スクールソーシャルワーカーの
活用を促進

新たな浸水想定区域を指定へ新たな浸水想定区域を指定へ

「東京防災」（防災ブック）活用で
イベントやセミナー実施
「東京防災」（防災ブック）活用で
イベントやセミナー実施

ひきこもりと不登校対策の拡充へひきこもりと不登校対策の拡充へ在京外国人子弟の都立高校入試
外国枠拡大と一般入試内容検討へ
在京外国人子弟の都立高校入試
外国枠拡大と一般入試内容検討へ

被災地支援スポーツ交流事業
（少年野球）をすみだで開催
被災地支援スポーツ交流事業
（少年野球）をすみだで開催

新銀行東京とＴＹＦＧとの経営統合問題
最終合意を受けて経港委で質疑

都市型水害対策を円滑に推進

　前回の新銀行東京と東京TYフィ
ナンシャルグループ（以下TYFG）と
の基本合意に引き続き、最終合意
を受けて経済港湾委員会で質疑を
行いました。
　この中で、都の保有する新銀行
の優先株400億円はTYFGの400
億円に割り当てられ、15年後の平
成43年までには400億円が都に返
済されることが確認できました。

　また、新銀行では都への配当が
ありませんでしたが、今後は年間約
2億円が配当されるとの試算もわ

かりました。
　さらに、都議会公明党が提案し
た都との協定については、産業振
興に関する包括連携協定を締結
し、多くの中小企業が活用できる資
金供給手段の拡充・推進、起業・創
業・事業承継などライフステージに
応じた支援の充実などで都と連携
して中小企業をサポートしていく
ことが明らかになりました。

追加出資４００億円の保全・回収にメド。包括連携協定で中小企業をサポート

教 育 施 策防 災 対 策

7/24 8/21-23
10/2

未来（あした）への道１０００ｋｍ
縦断リレーに参加し効果を確認
未来（あした）への道１０００ｋｍ
縦断リレーに参加し効果を確認

スタートの合図を待つ加藤都議ら

参加チームの選手とともに

震災の風化を乗り越え被災地支援を継続！


